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上  場  会  社  名    名鉄運輸株式会社 上場取引 名

コード番号      9077 本社所在都道府県

  (URL  http://www.meitetsuunyu.co.jp) 愛知県

代 表 者   役職名   取締役社長 氏名　林　　利幸

問 合 せ 先 責 任 者　役職名　 常務取締役 氏名　黒崎　晴光 TEL(052)935-5721
決算取締役会開催日　　平成 17年 5月 20日

親会社名　名古屋鉄道株式会社　（コード番号：　9048） 親会社における当社の株式保有比率：　50.4　％

米国会計基準採用の有無 無

１. 17年  3月期の連結業績（平成 16年 4月 1日 ～ 平成 17年 3月 31日）
(1)連結経営成績 （金額は百万円未満切捨）

売    上    高 営  業  利  益 経  常  利  益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年  3月期 92,666 △ 1.2 1,168 △ 48.7 950 △ 53.9
16年  3月期 93,765 △ 2.1 2,276 △ 9.7 2,063 3.8

  当期純利益
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資 本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

17年  3月期 326 △ 67.0 13.41 - 2.8 1.3 1.0
16年  3月期 989 726.2 39.33 - 9.5 2.8 2.2

(注)①持分法投資損益　　　　　　 17年  3月期       △21百万円    16年  3月期         28百万円

    ②期中平均株式数（連結）　　 17年  3月期    24,375,881 株　  16年  3月期    24,385,519 株 

    ③会計処理の方法の変更　　　 有

    ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)連結財政状態
総  資  産 株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

17年  3月期 71,091 11,989 16.9 491.98
16年  3月期 72,440 11,445 15.8 468.16

(注)期末発行済株式数（連結）　17年 3月期　24,368,735 株　　　16年 3月期　24,382,274 株 

(3)連結キャッシュ･フローの状況
営業活動による 投資活動による 財務活動による 現金及び現金同等物
キャッシュ･フロー キャッシュ･フロー キャッシュ･フロー 期 末 残 高

百万円 百万円 百万円 百万円

17年  3月期 2,917 △ 1,906 △ 1,911 1,817
16年  3月期 3,946 △ 2,246 △ 2,718 2,718

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数  26　社   持分法適用非連結子会社数　－　社   持分法適用関連会社数　2　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規） -社  （除外） 1 社   持分法（新規） － 社  （除外） － 社

２. 18年  3月期の連結業績予想（ 平成 17年 4月 1日  ～  平成 18年 3月 31日 ）
　 売　　上　　高 経　常　利　益 当　期　純　利　益

百万円 百万円 百万円

中 間 期 45,900 860 520
通　　期 93,500 1,660 670

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　　　27円  49銭

※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成されたものであり、実際の業績は今後の様々な要因に

　よって予想値と異なる場合があります。

　なお,上記の業績予想に関する事項は添付資料の７ページをご参照ください。
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１．企 業 集 団 の 状 況 

 当企業集団は名古屋鉄道株式会社（親会社）グループ会社の中にあって、貨物運送事業を主力とする総合物流

事業を行っており、名鉄運輸株式会社（当社）及び子会社26社、関連会社2社で構成し、それぞれが事業地域及び

分野を複合的に分担し、物流ニーズの対応に企業グループが一体となって、総合物流事業の展開を図っておりま

す。 

 【事業系統図】 

 事業の系統図は次のとおりであります。 

 

得   意   先 
 

   集荷･配達       集荷･配達 

   保管･加工       保管･加工 

 

親会社（鉄軌道事業） 

名古屋鉄道株式会社 
    集荷･配達 

    保管･加工 

                         集荷･配達       

名 鉄 運 輸 株 式 会 社     

 

           相互輸送  相互輸送・保管・加工      相互輸送 

 

貨物自動車運送事業 航空利用運送事業 

子会社 

 名鉄ゴールデン航空株式会社 

 

 

  相互輸送・保管・加工 

流通事業 

子会社 

 名鉄流通株式会社 

 株式会社メイテツ流通倉庫 

 
その他（自動車整備，燃料，商品等 
            の販売他） 

子会社 
大阪名鉄カーゴサービス株式会社 

大阪名鉄急配株式会社 

関東名鉄カーゴサービス株式会社 

関東名鉄急配株式会社 

群馬名鉄配送株式会社 

九州名鉄カーゴサービス株式会社 

埼玉名鉄配送株式会社 

西肥名鉄運輸株式会社 

三陸貨物株式会社 

静岡名鉄カーゴサービス株式会社 

中国名鉄運送株式会社 

東海名鉄運輸株式会社 

東京名鉄カーゴサービス株式会社 

東北名鉄運輸株式会社 

北陸名鉄カーゴサービス株式会社 

名鉄カーゴサービス株式会社 

名鉄急配株式会社 

名鉄トラック運送株式会社 

名鉄引越サービス株式会社 

柳島運送株式会社 

子会社 

 株式会社名鉄オートサービス 

 名鉄運輸商事株式会社 

 東北名鉄ｽﾀｯﾌｻｰﾋﾞｽ株式会社 

関連会社 

中京通運株式会社 

 

 

 
   相互輸送 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

相互輸送・保管・加工 

 

 

 

 

関連会社 

 株式会社名鉄グランドホテル 
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【関係会社の状況】 

名 称 住 所 
資 本 金  

又は出資金 

主要な 

事業内容 

議決権の所有

又は   

被所有割合
関係内容 

（親会社） 
 

名 古 屋 鉄 道 ㈱ 

 

 

名古屋市 

中村区 

    千円 
 

74,357,043 

 
 

鉄 軌 道 事 業

    ％ 
 

 

50.99 

( 2.95) 
 

 

 

運送の受託 

営業設備の賃借 

役員の兼務 3名 

（連結子会社） 
 

大阪名鉄カーゴサービス㈱ 

 

大阪市 

東淀川区 

 

 

 

20,000 
 

 
 

貨物運送事業

 

 

 

 

100.00 

 

運送の委託、受託 

営業設備の賃貸 

資金の借入 

役員の兼務 1名 

大 阪 名 鉄 急 配 ㈱ 
大阪府 

泉北郡 

 

  50,000 

 

 

貨物運送事業

 

100.00 

運送の委託、受託 

営業設備の賃貸 

借入金の債務保証 資金の借入

役員の兼務 1名 

関東名鉄カーゴサービス㈱ 
栃木県 

足利市 

 

  30,000 

 

 

貨物運送事業

 

100.00 

運送の委託、受託 

営業設備の賃貸 

資金の借入 

役員の兼務 1名 

関 東 名 鉄 急 配 ㈱ 
茨城県 

土浦市 

 

  48,000 

 

 

貨物運送事業

 

100.00 
運送の委託、受託 

資金の貸付 

役員の兼務 2名 

九州名鉄カーゴサービス㈱ 
福岡県 

糟屋郡 

 

  30,000 

 

 

貨物運送事業

 

100.00 
運送の委託、受託 

営業設備の賃貸 

埼 玉 名 鉄 配 送 ㈱ 
埼玉県 

入間市 

 

  24,000 

 

 

貨物運送事業

 

100.00 

(46.89) 

運送の委託、受託 

営業設備の賃貸借 

資金の借入 

役員の兼務 1名 

西 肥 名 鉄 運 輸 ㈱ 
長崎県 

佐世保市 

 

  100,000 

 

 

貨物運送事業

 

100.00 
運送の委託、受託 

営業設備の賃借 

役員の兼務 2名 

三 陸 貨 物 ㈱ 
仙台市 

宮城野区 

 

   50,000 

 

 

貨物運送事業

 

70.00 

(30.00) 

運送の委託、受託  

借入金の債務保証  

役員の兼務 2名 

中 国 名 鉄 運 送 ㈱ 
山口県 

吉敷郡 

 

   95,000 

 

 

貨物運送事業

 

100.00 

(46.84) 

運送の委託、受託 

営業設備の賃貸 

借入金の債務保証 

役員の兼務 3名 

東 海 名 鉄 運 輸 ㈱ 
愛知県 

東海市 

 

   90,000 

 

 

貨物運送事業

 

100.00 

運送の委託、受託 

営業設備の賃貸借 資金の貸付

資金の借入 

役員の兼務 1名 

東京名鉄カーゴサービス㈱ 
東京都 

荒川区 

 

   30,000 

 

 

貨物運送事業

 

100.00 

運送の委託、受託 

営業設備の賃貸借 

資金の借入 

役員の兼務 1名 

東 北 名 鉄 運 輸 ㈱ 
岩手県 

紫波郡 

 

   49,000 

 

 

貨物運送事業

 

92.26 
運送の委託、受託 

役員の兼務 2名 

北陸名鉄カーゴサービス㈱ 
石川県 

金沢市 

 

   20,000 

 

 

貨物運送事業

 

100.00 

運送の委託、受託 

営業設備の賃貸 

資金の借入 

役員の兼務 1名 

名 鉄カーゴサービス㈱ 
愛知県 

小牧市 

 

 

   30,000 

 

 

 

貨物運送事業

 

 

 

100.00 

 

運送の委託、受託 

営業設備の賃貸 

資金の借入 

役員の兼務 2名 
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名 称 住 所 
資 本 金  

又は出資金 

主要な 

事業内容 

議決権の所有

又は   

被所有割合
関係内容 

名 鉄 急 配 ㈱ 
愛知県 

稲沢市 

    千円
 

   50,000 

 

 

貨物運送事業

 

   ％ 
 

100.00 

 

運送の委託、受託 

営業設備の賃貸 

資金の借入 

役員の兼務 3名 

名 鉄ゴールデン航空㈱ 
東京都 

中央区 

 

   96,000 

 

 

貨物運送事業

 

99.69 

運送の委託、受託 

営業設備の賃貸 

資金の貸付 

役員の兼務 1名 

名 鉄 ト ラ ッ ク 運 送 ㈱ 
栃木県 

宇都宮市 

 

   21,200 

 

 

貨物運送事業

 

99.82 

運送の委託、受託 

営業設備の賃借 資金の貸付 

借入金の債務保証 

役員の兼務 1名 

名 鉄 引 越 サ ー ビ ス ㈱ 
名古屋市 

中区 

 

   80,000 

 

 

貨物運送事業

 

100.00 

(37.50) 

運送の委託、受託 

営業設備の賃貸  

資金の貸付 

役員の兼務 5名 

名 鉄 流 通 ㈱ 
東京都 

江戸川区 

 

   10,000 

 

 

流 通 事 業

 

100.00 

運送の委託、受託 

営業設備の賃貸借 

資金の借入 

役員の兼務 1名 

㈱ メ イ テ ツ 流 通 倉 庫 
愛知県 

犬山市 

 

   30,000 

 

 

流 通 事 業

 

100.00 
運送の委託、受託 

営業設備の賃貸 資金の貸付 

役員の兼務 1名 

柳 島 運 送 ㈱ 
愛知県 

碧南市 

 

   50,000 

 

 

貨物運送事業

 

100.00 

（15.00）

運送の受託 

営業設備の賃貸 

役員の兼務 1名 

 
そ の 他 5 社 

 

     

（持分法適用関連会社） 
 

中 京 通 運 ㈱ 
 

 

名古屋市 

中川区 

 

 

 

60,000 
 

 
 

貨物運送事業

 

 

 

 

50.00 

 
 

 

 
 

 

運送の受託 

役員の兼務 2名 

 
そ の 他 1 社 

 

     

（注） １．「議決権の所有割合又は被所有割合」の欄の（  ）内は内書で間接所有割合であります。 

    ２． 特定子会社はありません。 

３． 名鉄ゴールデン航空㈱については、売上高（連結会社相互間の内部取引を除く）の連結売上高に占める割合が10％

を超えており、主要な損益情報等は、次のとおりであります。 

     ①売  上  高    9,601,923千円 

     ②経 常 利 益     172,107千円 

     ③当 期 純 利 益    △10,816千円 

     ④純 資 産 額    1,066,031千円 

     ⑤総 資 産 額    4,140,108千円 
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２．経営方針 

（１）経営の基本方針 

当社は、運輸事業を日本経済における重要なインフラと位置付け、高品質な輸送サービスを提供すること

により社会貢献するため、日々品質とサービスの高度化に取り組んでまいりました。 

今後も各事業分野における品質管理の高度化を図るとともに、グループ相互間の連携を強化し、「品質と

サービスの名鉄運輸グループ」として総合物流事業を展開してまいります。 

（２）利益配分に関する基本方針 

利益配分につきましては、株主への利益還元を経営の重要政策の一つと考え、業績に対応した配当を行う

ことを基本とし、あわせて今後の企業体質の強化と事業展開を念頭におき、内部留保の充実にも配慮し安定

した配当を継続していくことを基本方針としております。 

しかしながら、当期につきましては当社単独決算において297,600千円の損失を計上しており、利益配当

につきましては見送らざるをえない状況になりました。業績を回復し復配できるよう努力してまいります。 

（３）中長期的な経営戦略 

当社では、グループ会社の自立と連携の強化を中期的な目標といたしております。これらの目標達成の具

体策として、個々の業績の管理を徹底するとともに、各社の特性を生かした競争力の強化と地域に合せた営

業戦略を確立し、さらに輸送品質の向上をはかる施策を強力に推進し、業績の拡大を図ってまいります。 

（４）会社の対処すべき課題 

当社グループの当面の目標は、連結損益の安定した黒字確保が最優先課題です。 
この課題を実現するために、当社グループでは、第３次中期経営計画を策定し、どのような事業環境に置

かれても「常に利益を確保する」ことを至上命題に、さらに利益体質への転換に取り組むために、次の課題

に取り組んでまいります。 
① 企業宛貨物を主体に混載事業へ戦力を集中させるとともに、首都圏を中心とした戦力の強化と営業力の

強化を図る。また、混載貨物を拡大するための流通事業の再構築に取り組む。 
② 効率性を高める組織へ改革するため、管理部門のスリム化や重複する店所の統廃合・施設の見直しに取

り組む。また、地域ごとにグループ会社との事業統合・業務提携による事業の効率化を図る。 
③ 生産性、収益性、地域性に連動した賃金制度を確立する。 
④ グループの組織の活性化を図るために、グループ内での人事交流を促進する。 
⑤ 配達時間の早期化、荷主の希望時間に合わせた集荷作業、荷物事故・クレームの撲滅等、輸送品質の一

層の改善を図る。 
⑥ 環境保全対策として、エコドライブやアイドリングストップの徹底による燃料の削減、従業員への環境

保護意識の啓発による廃棄物の減量、ストレッチフィルム等の梱包材料・紙のリサイクルにも取り組む。 
（５）コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策実施状況 

 当社は運輸事業を、公道での安全輸送を担う公共性ある機関と認識しており、広く社会から信頼される企

業をめざしております。 
 取締役会、監査役会の定められた機関に有効性をもたせた意思決定、執行及び監視活動を行なっておりま

す。取締役は１４名（うち非常勤取締役１名）で、毎月２回の常勤取締役会で重要な意思決定につき慎重か

つ十分な検討を経て取締役会に付議決定しております。また、取締役会決定事項については、営業統括担当

取締役並びに経営管理統括担当取締役が全国の営業拠点にその執行を指示すると同時に、重要拠点である首

都圏本部及び名古屋・大阪の各支社には、それぞれ取締役を配し、円滑な執行を図ると同時に、その達成状

況を取締役会に反映させております。 
監査役は３名（うち社外監査役２名）で取締役会に出席し、取締役の職務の執行について、厳正な監視を行

なっております。特に、常勤監査役は、取締役会をはじめ、主要な会議に出席し意見陳述するなど、適切な

監視活動を行なっております。 
また、公正で誠実な事業活動を行ない、企業の社会的責任を果たすために、平成１５年８月２日付で企業

倫理委員会を設置しました。この委員会では、役員・従業員の法令・社内規則違反、企業倫理・社会良識の

逸脱を未然に防止する施策を決定するとともに、不祥事が発生した場合には、情報収集、状況把握、原因究

明、再発防止対策の策定、情報公開を行ないます。また、法令違反等の早期発見のために、「ヘルプライン」

を設けております。 
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なお、第三者によるコーポレートガバナンスへの関与は、会計監査人には会計監査を委嘱し、弁護士には

コンプライアンスに関わる問題について必要に応じてアドバイスを受ける体制をとっております。 
（６）親会社等に関する事項 

当社の親会社等は、継続開示企業であります。 

親会社等の名称 名古屋鉄道株式会社（東京証券取引所第１部・名古屋証券取引所第１部） 

  

３．経営成績及び財政状態 

（１）経営成績 

 当期のわが国経済は、前半、デジタル家電関連を中心に設備投資や生産・輸出が堅調に推移しましたが、

夏場以降、需給バランスの悪化に伴うＩＴ関連分野の在庫調整や米国等の経済成長の鈍化から輸出と生産に

も一服感が漂いました。また、年度半ばから、原油など原料・燃料価格の高騰、円高の進行に相次ぐ自然災

害や天候不順が追い討ちをかけ、景気は総じて低迷のうちに推移しました。 

 運送業界では、景気低迷の影響に環境対策費や燃料価格の高騰などコスト高が影響し、加えて、運賃が続

落するなど、極めて厳しい事業環境でありました。 

 当社グループでは、このような状況の中、グループの営業収益の柱である小口混載事業をさらに強化し、

営業の拡大を図るとともに、大型車両の効率的な運用を図るため、「東京区域事業所（東京都江東区）」「名

古屋区域事業所（愛知県小牧市）」「大阪区域事業所（大阪府東大阪市）」を設置し、区域事業の拡大を図

りました。また、中部国際空港の開港に伴い、「空港事業所（愛知県常滑市）」を設置し、グループを挙げ

て中部国際空港に到着する航空貨物の取り込みを図り、効果を上げることができました。 

 一方、輸送品質の面におきましては、集配委託会社等がグループ社員と同レベルの輸送品質を確保できる

よう品質教育を徹底するとともに、全社で品質ルールづくりを行ない、一層の輸送品質の向上に取り組みま

した。 

 また、費用面では、費用の大半を占める人件費と委託料を一元管理することにより、収益に連動した支出

となるよう管理を強化しました。 

 運行業務の改善では、運行代行化をさらに推進するとともに、エコドライブによる燃費の改善や軽荷運行

の対策にも取り組みました。 

 この結果、当連結会計期間の連結売上高は92,666,375千円(前期比1.2％減)となり､経常利益は950,499千

円(前期比53.9％減)、当期純利益として326,995千円（前期比67.0％減）となりました。 

 なお、当社グループは、貨物運送事業を主力とする総合物流事業を展開しており、事業の種類別セグメン

ト情報の記載はしておりません。 

 

 当連結会計年度の部門別売上高は、次のとおりであります。 

                                        （単位千円） 

     連結会計年度 

 

 部門別 

前連結会計年度 
自平成 15 年 4 月 1 日

至平成 16 年 3 月 31 日

当連結会計年度 
自平成 16 年 4 月 1 日

至平成 17 年 3月 31 日

 

 

3増減（△） 
対前年  

増減率 

 

貨物自動車運送部門 

 

航 空利用運送部門 

 

流 通 部 門 

 

79,903,899

9,735,570

4,125,793

79,427,865

9,456,131

3,782,378

 

△ 476,034 

 

△ 279,439  

 

△ 343,414  

 

        %

△0.6 

△2.9  

△8.3  

合 計 93,765,263  92,666,375 △1,098,887  △1.2
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（２）財政状態 

 当連結会計年度のキャッシュ・フローの状況につきましては次のとおりであります。 

連結キャッシュ・フロー計算書要約                       （単位千円） 

     連結会計年度 

 

 区分 

前連結会計年度 
自平成 15 年 4 月 1 日

至平成 16年 3 月 31 日

当連結会計年度 
自平成 16 年 4 月 1 日 

至平成 17年 3 月 31 日 

 

 

 増減（△） 

現金及び現金同等物期首残高 3,737,675 2,718,797 △1,018,878

 

営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

3,946,452

△ 2,246,912

△ 2,718,418

2,917,073 

△ 1,906,601 

△ 1,911,437 

△1,029,378

340,310

806,981

現金及び現金同等物増減額 △ 1,018,878 △  900,966 117,912

現金及び現金同等物期末残高 2,718,797 1,817,831 △ 900,966

 

「営業活動によるキャッシュ・フロー」は、税金等調整前当期純利益618,289千円（前連結会計年度比

1,276,231千円減）、減価償却費2,708,296千円（同比175,819千円増）などの収入、法人税等の支払額1,125,507

千円（同比303,601千円増）などの支出が主な内訳であり、前連結会計年度に比べ1,029,378千円減少し、

2,917,073千円の収入超過となりました。 

「投資活動によるキャッシュ・フロー」は、環境対策等による車両の代替等の有形固定資産の取得による

支出が2,378,635千円（同比23,623千円減）、埼玉支店収用等による有形固定資産の売却による収入が500,610

千円（同比446,806千円増）あり、前連結会計年度に比べ340,310千円減少し、1,906,601千円の支出超過と

なりました。 

「財務活動によるキャッシュ・フロー」は、引き続き借入金の返済を進めた結果、前連結会計年度に比べ

806,981千円減少し、1,911,437千円の支出超過となりました。 

これらの結果、現金及び現金同等物の期末残高は、前連結会計年度に比べ900,966千円減少し、1,817,831

千円となりました。 

 

（３）通期の見通し 

 今後の見通しにつきましては、騰勢が強まっている原燃料価格の動向や、ＩＴ関連分野の生産調整の遅れ

に加え、国民負担の増加が個人消費の下押し材料となるなど、わが国経済の先行きには不透明なものがあり

ます。 
 運送業界では、このような状況から、物量の減少やそれに起因する運賃値下げ圧力が再び強まるおそれが

あります。 
 当社グループでは、このような状況に対処して、グループの主力である企業宛貨物を主体とした混載事業

へ集中するとともに、北関東も含めた首都圏の戦力強化と営業力強化に取り組みグループ全体の営業の拡大

につなげてまいります。 
 また、営業拠点の拡大や輸送力の増強を図り、さらに輸送品質の向上に取り組むとともに、収入に連動し

た予算統制を一層強化し、早期に業績の改善を図る所存でございます。 

以上の結果、通期の業績予想につきましては、連結売上高93,500,000千円（前期比0.9％増）、経常利益

1,660,000千円（前期比74.6％増）、当期純利益670,000千円（前期比104.9％増）を確保する見込みであり

ます。 



４．連　結　財　務　諸　表

連 結 貸 借 対 照 表 （単位千円）

連結会計年度

科　　目

％ ％

流  動  資  産

現 金 及 び 預 金 2,801,552 1,927,225 △ 874,327

受 取 手形及び営業未 収金 15,672,666 15,487,501 △ 185,164

有 価 証 券 7,980 2,040 △ 5,939

た な 卸 資 産 187,082 215,902 28,819

繰 延 税 金 資 産 137,795 159,548 21,752

そ の 他 1,105,541 1,326,328 220,787

貸 倒 引 当 金 △ 70,795 △ 62,648 8,146

流 動 資 産 合 計 19,841,823 27.4 19,055,898 26.8 △ 785,925

固  定  資  産

　有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物 16,319,679 15,693,113 △ 626,565

機 械 装置及び運搬具 4,434,840 4,428,694 △ 6,146

土 地 23,206,707 22,998,809 △ 207,897

そ の 他 350,778 312,510 △ 38,267

  有 形 固 定 資 産 合 計 44,312,005 61.2 43,433,128 61.1 △ 878,877

  無 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産 467,326 471,384 4,058

無 形 固 定 資 産 合 計 467,326 0.6 471,384 0.7 4,058

  投資 その他の資産

投 資 有 価 証 券 3,782,743 4,248,549 465,806

長 期 貸 付 金 112,180 107,586 △ 4,593

繰 延 税 金 資 産 625,138 587,074 △ 38,063

そ の 他 3,562,751 3,459,255 △ 103,496

貸 倒 引 当 金 △ 263,103 △ 271,416 △ 8,312

投資その他の資産合計 7,819,710 10.8 8,131,050 11.4 311,340

固 定 資 産 合 計 52,599,041 72.6 52,035,563 73.2 △ 563,478

資    産    合    計 72,440,865 100.0 71,091,461 100.0 △ 1,349,403

当 連 結 会 計 年 度

(平成17年 3月31日現在)

金 額

前 連 結 会 計 年 度

(平成16年 3月31日現在)

金 額 構成比 構成比

増　　減 （△）

（資 産 の 部）
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（単位千円）

連結会計年度 (平成16年 3月31日現在) (平成17年 3月31日現在)

科　　目

％ ％

流  動  負　債

支払手形及び営業未 払金 9,759,461 10,083,599 324,137

短 期 借 入 金 12,553,273 10,089,651 △ 2,463,622

１年内返済予定長期借入金 5,190,825 8,342,107 3,151,282

１ 年 内償還予定社債 － 2,025,000 2,025,000

未 払 法 人 税 等 853,858 249,534 △ 604,323

繰 延 税 金 負 債 2,066 5,130 3,063

賞 与 引 当 金 144,589 65,455 △ 79,134

そ の 他 3,837,803 3,975,435 137,632

流 動 負 債 合 計 32,341,877 44.7 34,835,913 49.0 2,494,035

固　定　負　債

社 債 5,900,000 4,175,000 △ 1,725,000

長 期 借 入 金 15,333,565 12,517,524 △ 2,816,041

繰 延 税 金 負 債 113,102 127,265 14,162

退 職 給 付 引 当 金 5,324,612 5,080,670 △ 243,941

再評価に係る繰延税金負債 1,396,726 1,371,698 △ 25,027

連 結 調 整 勘 定 6,067 3,824 △ 2,242

そ の 他 477,596 897,702 420,106

固 定 負 債 合 計 28,551,671 39.4 24,173,686 34.0 △ 4,377,984

負   債    合    計 60,893,548 84.1 59,009,599 83.0 △ 1,883,949

（少数株主持分）

少 数 株 主 持 分 101,969 0.1 92,854 0.1 △ 9,115

資　　本　　金 2,065,994 2.9 2,065,994 2.9 － 

資 本 剰 余 金 1,534,973 2.1 1,534,973 2.2 － 

利 益 剰 余 金 4,850,070 6.7 5,109,895 7.2 259,825

土地再評価差額金 2,043,486 2.8 2,006,869 2.8 △ 36,616

その他有価証券評価差額金 954,381 1.3 1,278,267 1.8 323,886

自  己  株  式 △ 3,560 △ 0.0 △ 6,993 △ 0.0 △ 3,433

資    本    合    計 11,445,346 15.8 11,989,007 16.9 543,660

負債・少数株主持分・資本合計 72,440,865 100.0 71,091,461 100.0 △ 1,349,403

（資 本 の 部）

（負 債 の 部）

当 連 結 会 計 年 度

増　　減 （△）

前 連 結 会 計 年 度

金 額 構成比金 額 構成比
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連 結 損 益 計 算 書   （単位千円）

連結会計年度

科　　目 金         額

％ ％

 売      上      高 93,765,263 100.0 92,666,375 100.0 △ 1,098,887

 売   上    原   価 87,714,563 93.5 87,871,714 94.8 157,151

売 上 総 利 益 6,050,699 6.5 4,794,660 5.2 △ 1,256,039

 販売費及び一般管理費 3,773,765 4.1 3,626,510 3.9 △ 147,255

営 業 利 益 2,276,934 2.4 1,168,149 1.3 △ 1,108,784

 営  業  外  収  益

受 取 利 息 4,179 4,010 △ 168

受 取 配 当 金 30,242 42,096 11,853

持分法による投資利益 28,435 － △ 28,435

受 取 手 数 料 88,107 87,256 △ 851

受 取 賃 貸 料 59,189 56,524 △ 2,664

そ の 他 165,824 199,472 33,647

営 業 外 収 益 合 計 375,979 0.4 389,361 0.4 13,381

 営  業  外  費  用

支 払 利 息 568,378 545,139 △ 23,239

持分法による投資損失 － 21,153 21,153

そ の 他 20,707 40,718 20,010

営 業 外 費 用 合 計 589,085 0.6 607,010 0.7 17,925

経 常 利 益 2,063,828 2.2 950,499 1.0 △ 1,113,328

固 定 資 産 売 却 益 10,603 431,930 421,326

投資有価証券売却益 96,617 88,576 △ 8,040

そ の 他 20,770 55,104 34,333

特 別 利 益 合 計 127,991 0.1 575,611 0.6 447,620

 特   別   損   失

固 定 資 産 処 分 損 129,120 234,388 105,267

役 員 退 職 慰 労 金 73,190 69,128 △ 4,062

過 年 度 事 故 支 出 金 51,200 131,167 79,967

退職給付制度終了損 － 418,062 418,062

そ の 他 43,787 55,076 11,288

特 別 損 失 合 計 297,298 0.3 907,822 0.9 610,523

税金等調整前当期純利益 1,894,520 2.0 618,289 0.7 △ 1,276,231

法人税、住民税及び事業税 1,246,598 1.3 493,507 0.5 △ 753,090

法 人 税 等 調 整 額 △ 356,235 △ 0.3 △ 216,872 △ 0.2 139,362

少 数 株 主 利 益 14,513 0.0 14,658 0.0 144

当 期 純 利 益 989,643 1.1 326,995 0.4 △ 662,648

金         額

増　減（△）

 特   別   利   益

百分比 百分比

当 連 結 会 計 年 度前 連 結 会 計 年 度

 自平成16年 4月 1日

 至平成17年 3月31日

 自平成15年 4月 1日

 至平成16年 3月31日
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連 結 剰 余 金 計 算 書
(単位千円）

連結会計年度

科　　　目

1,534,973 1,534,973

1,534,973 1,534,973

3,894,000 4,850,070

989,643 326,995

－ 989,643 36,616 363,612

－ 73,146

33,574 33,574 30,640 103,787

4,850,070 5,109,895

役 員 賞 与

利 益 剰 余 金 期 末 残 高

資 本 剰 余 金 期 末 残 高

（利益剰余金の部）

利 益 剰 余 金 期 首 残 高

利 益 剰 余 金 増 加 高

当 期 純 利 益

配 当 金

利 益 剰 余 金 減 少 高

金　　　　　額

土地再評価差額金取崩額

資 本 剰 余 金 期 首 残 高

（資本剰余金の部）

 至平成17年 3月31日

前 連 結 会 計 年 度

 自平成15年 4月 1日

当 連 結 会 計 年 度

 至平成16年 3月31日

金　　　　　額

 自平成16年 4月 1日
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連結キャッシュ・フロー計算書
（単位千円）

　　　　　　　　　　　　　　連結会計年度

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 1,894,520 618,289

減価償却費 2,532,476 2,708,296

固定資産除却損 55,071 162,000

固定資産売却損益 50,087 △ 389,727

投資有価証券売却損益 △ 89,683 △ 88,576

投資有価証券評価損 － 2,694

貸倒引当金の増減額 △ 239,376 166

賞与引当金の増減額 2,750 △ 79,134

退職給付引当金の増減額 241,174 △ 243,941

受取利息及び受取配当金 △ 34,422 △ 46,107

支払利息 568,378 545,139

売上債権の減少額 199,800 188,230

仕入債務の増加額 250,300 324,137

持分法による投資損益 △ 28,435 21,153

その他 △ 100,065 808,748

　　　　小　　　計 5,302,577 4,531,368

利息及び配当金の受取額 33,050 44,706

利息の支払額 △ 567,269 △ 533,493

法人税等の支払額 △ 821,905 △ 1,125,507

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,946,452 2,917,073

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △ 26,754 △ 36,501

定期預金の払戻による収入 73,086 15,631

有形固定資産の取得による支出 △ 2,402,258 △ 2,378,635

有形固定資産の売却による収入 53,804 500,610

無形固定資産の取得による支出 △ 46,156 △ 38,273

無形固定資産の売却による収入 1,880 184

投資有価証券の取得による支出 △ 18,054 △ 41,022

投資有価証券の売却による収入 112,160 84,878

子会社株式の取得による支出 － △ 19,800

貸付による支出 △ 3,622 △ 1,401

貸付金の回収による収入 9,002 7,555

その他 － 170

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 2,246,912 △ 1,906,601

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純減少額 △ 2,350,043 △ 2,463,622

長期借入による収入 5,067,810 11,979,408

長期借入金の返済による支出 △ 5,432,086 △ 11,644,167

社債発行による収入 － 296,450

配当金の支払額 － △ 76,072

その他 △ 4,099 △ 3,433

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 2,718,418 △ 1,911,437

Ⅳ　現金及び現金同等物の増減額 △ 1,018,878 △ 900,966

Ⅴ　現金及び現金同等物の期首残高 3,737,675 2,718,797

Ⅵ　現金及び現金同等物の期末残高 2,718,797 1,817,831

金　　　額
　 　  　　科　　　目

前連結会計年度

 自平成15年 4月 1日
 至平成16年 3月31日

当連結会計年度

 自平成16年 4月 1日
 至平成17年 3月31日

金　　　額
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項
１．連結の範囲に関する事項
連結子会社数 26社

連結子会社名は「企業集団の状況」に記載しているため省略しております。

２．持分法の適用に関する事項
持分法適用の関連会社数 2社

持分法適用会社名は「企業集団の状況」に記載しているため省略しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日はすべて12月31日となっております。

生じた重要な取引については連結上必要な調整を行っております。

４．会計処理基準に関する事項
（１） 重要な資産の評価基準及び評価方法

(イ)有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券

時価のあるもの

時価のないもの 移動平均法に基づく原価法

(ロ)たな卸資産（貯蔵品）の評価基準及び評価方法 移動平均法に基づく原価法

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法

(イ) 有形固定資産　　　定額法を採用しております。

ております。

主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 7～50年

機械装置及び運搬具 2～14年

(ロ) 無形固定資産     　定額法を採用しております。

法を採用しております。

（３）重要な引当金の計上基準

(イ) 貸倒引当金 　　   

(ロ) 賞与引当金

ります。

(ハ) 退職給付引当金　　

しております。

（追加情報）

（４）重要なリース取引の処理方法 　

に係る方法に準じた会計処理方法によっております。

（５）重要なヘッジ会計の方法

（イ）ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジによっております。

（ロ）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 ヘッジ対象

金利スワップ 借入金利息   

（ハ）ヘッジ方針

金利スワップ取引は、市場金利の変動によるリスクを回避するのが目的であります。

（ニ）ヘッジ有効性評価の方法

シュ・フロー変動の累計との比較によっております。

また、金利スワップ取引については、特例処理の要件を満たしている場合は有効性の判断を省略しております。

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引

連結財務諸表の作成にあたっては同決算日現在の財務諸表を使用しております。ただし、連結決算日3月31日までの期間に

年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生した翌連結会計年度から費用処理することに

額に基づき、連結会計年度末に発生していると認められる額を計上しております。なお、会計基

連結会計年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部

資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定し

なお、取得価額10万円以上20万円未満のものについては、3年間で均等償却をする方法を採用し

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5年）に基づく定額

ております。 )

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込

また、数理計算上の差異は、発生時における従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数(8～10

従業員の賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当連結会計年度負担額を計上してお

金利スワップ取引については、特例処理の要件を満たす場合は特例処理を採用しております。

ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間におけるヘッジ対象とヘッジ手段それぞれの相場変動またはキャッ

当連結会計年度において、当社は退職一時金制度の一部及び適格退職年金制度の全部について確

定拠出年金制度、前払退職金制度及び閉鎖型年金制度へ移行し、「退職給付制度間の移行等に関

する会計処理」（企業会計基準適用指針第１号 平成14年1月31日）を適用しております。な

お、本移行に伴う退職給付制度終了損（418,062千円）は特別損失に計上しております。

等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

準変更時差異については15年による按分額を費用に計上しております。
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（６）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式を採用しております。　　　　　　　　　　　　　　　　　　

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項
連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。

６．連結調整勘定の償却に関する事項
連結調整勘定の償却については、5年間の均等償却を行っております。

７．利益処分項目等の取扱いに関する事項

て作成しております。

８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

変動について僅少なリスクしか負わない短期投資からなっております。

会計処理の変更
固定資産の減損に係る会計基準

なお、減損損失は、連結子会社の遊休土地に係るものであり、特別損失の「その他」に含めております。

注記事項
（連結貸借対照表関係）

千円 千円

1.有形固定資産の減価償却累計額

2.担保資産及び担保付債務

（道路交通事業財団組成）

担保に供している資産 千円 千円

担保付債務

（その他）

担保に供している資産

担保付債務

3.受取手形割引高及び裏書譲渡手形 千円 千円

受取手形割引高

受取手形裏書譲渡高

4.関連会社に対する事項 千円 千円

投資有価証券（株式）

手許現金、要求払預金及び取得日から3か月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、かつ、価値の

基準及び同適用指針を適用しております。これにより税金等調整前当期純利益は5,738千円減少しております。

固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 平成14年8月

9日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第6号 平成15年10月31日）が平成16年

3月31日に終了する連結会計年度に係る連結財務諸表から適用できることになったことに伴い、当連結会計年度から同会計

短 期 借 入 金 1,570,943

1,843,333

1年内返済予定長期借入金 1,578,600 826,568

4,240,844計 4,295,965

1,727,222

土 地 4,000,737

長 期 借 入 金 1,436,365

1,281,000

113,258

263,707

預 金

投 資 有 価 証 券

4,009,537

6,019,477 6,158,841

113,271

308,809

計

1年内返済予定長期借入金 2,274,500

計 10,183,923 9,016,901

建物及び構築物 1,641,775

338,951

長 期 借 入 金 7,527,950 5,242,400

短 期 借 入 金 381,473

3,435,550

土 地 13,806,233 13,718,355

計 17,979,521 18,101,893

機械装置及び運搬具

（当連結会計年度）（前連結会計年度）

34,827,78833,845,320

3,952,981

41,470

4,131,817

430,556

建物及び構築物

連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分又は損失処理について、連結会計年度中に確定した利益処分又は損失処理に基づい

237,315 815,069

86,107

15,208

109,659

28,490
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5.発行済株式総数 普通株式

　自己株式数 普通株式

6.事業用土地の再評価

「土地再評価差額金」として資本の部に計上しております。

再評価の方法

る固定資産税評価額により算出しております。

再評価を行った年月日

再評価を行った土地の当期末における時価と再評価後の帳簿価額との差額

千円

（連結損益計算書関係）

1.販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額 千円 千円

人件費

施設使用料

2.引当金繰入額

貸倒引当金繰入額

賞与引当金繰入額

3.固定資産売却益の内容

機械装置及び運搬具売却益

有形固定資産その他売却益

土地売却益

4.固定資産処分損の内容

建物及び構築物売却損

建物及び構築物除却損

機械装置及び運搬具売却損

機械装置及び運搬具除却損

有形固定資産その他売却損

有形固定資産その他除却損

無形固定資産売却損

無形固定資産除却損

投資その他の資産その他

（保証金等）除却損

5.減損損失

65,455

24,402

20

144,589

千株千株

－

－

14,575

1,404

2,858

34

2,379

129,120

13,358

234,388

30,185

101,918

431,930

26,013

10,603

368 307

14,512

412,372

10,581

2,310

39,584

57,701

56,865

13,078

598

22

2,108,242

657,916

15,979 13,911

687,965

1,966,802

 平成14年3月31日

3,623,409

土地の再評価に関する法律（平成10年3月31日公布法律第34号）に基づき、当社の事業用土地の再評価を行い、評価差額につ

24,402

いては、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を

（前連結会計年度） （当連結会計年度）

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年3月31日公布政令第119号）第2条第3号に定め

－

5,044

遊休資産 土地 岐阜県加茂郡

当社グループは、以下の資産グループについて減損損失を計上いたしました。

用途 種類 場所

減損損失5,738千円を計上いたしました。なお、当資産グループの回収可能価額は、重要性が乏しいため

固定資産税評価額を合理的に調整した正味売却価額により測定しております。

遊休資産 土地 山口県周南市

当社グループは、管理会計上の区分を基礎に資産のグルーピングを行っておりますが、現在未稼動で今後も事業の用に

供する予定のないものについては遊休資産としてそれぞれグルーピングしております。上記の資産については、

それぞれ遊休状態にあり今後も使用の目処が立っておらず、かつ回収可能価額が帳簿価額を下回っているため
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）
現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目との関係

千円 千円

現金及び預金勘定

中期国債ファンド

預入期間が３か月を超える定期預金等

現金及び現金同等物

①セグメント情報

ん。

②リース取引関係
ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。

③関連当事者との取引
（前連結会計年度）

該当事項はありません。

（当連結会計年度）

兄弟会社等

千円 % 千円 千円

(注）取引条件及び取引条件の決定方針等

額は6,084,115千円であります。また貸付、借入利率については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しており、資金の借

入に対しては担保提供はありません。

440,470

29

　資金の貸付、借入については、キャッシュマネジメントシステムを利用しており、取引金額については資金の借入残高の純

増減額を記載しております。なお、当連結会計年度における同システムを利用した資金の貸付額は2,783,523千円であり、借入

資金の借入
の純増減

440,470

利息の受取

短期借入金

当社及び連結子会社はすべて総合物流事業を営んでいるため、事業の種類別セグメント情報は、該当事項はありません。ま

た、海外連結子会社及び海外売上高もないため、所在地別セグメント情報及び海外売上高についても、該当事項はありませ

△ 90,565 △ 111,435

2,718,797 1,817,831

2,801,552 1,927,225

7,810 2,040

（前連結会計年度） （当連結会計年度）

科目属性
会社等の
名称

住所 資本金 事業の内容
議決権等の
被所有割合

関係内容

取引の内容 取引金額 期末残高役員の
兼任等

事業上の
関係

営業取
引以外
の取引

親会社
の子会
社

㈱名鉄
マネジメン
トサービス

名古屋市
中村区

3,000,000 貸金業 なし
兼任
３名

資金の貸
付・借入

－ －

利息の支払 623 － －
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④税効果会計関係
（１）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な要因

繰延税金資産 千円 千円

未払事業税否認額

賞与引当金損金算入超過額

退職給与引当金損金算入超過額

減価償却超過額

固定資産未実現利益修正

貸倒引当金損金算入超過額

ゴルフ会員権評価損否認額

税務上の繰越欠損金

有価証券評価損否認額

その他有価証券評価差額

その他

　繰延税金資産小計

評価性引当額

　繰延税金資産合計

繰延税金負債

資産圧縮積立金

買換資産特別積立金

その他有価証券評価差額

その他

　繰延税金負債合計

　繰延税金資産の純額

繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれております。

千円 千円

流動資産－繰延税金資産

固定資産－繰延税金資産

流動負債－繰延税金負債

固定負債－繰延税金負債

なお、上記のほか再評価に係る繰延税金負債を

固定負債に計上しております。

（２）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主要な

 項目別内訳

％ ％

法定実効税率

　（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目

受取配当金等永久に益金に算入されない項目

住民税均等割

評価性引当額

その他

税効果会計適用後の法人税等の負担率

187,633

258,343

23,476

187,281

92,298

△ 1.6

△ 2.0 6.3

1.0

△ 12.0

44.747.0

△ 12.1

14.94.9

△ 18,576

（当連結会計年度）

159,548

587,074

5,130

127,265

7.0

△ 2,191,306

614,226

40.6

（当連結会計年度）

1,371,698

△ 875,027

2,892,651

△ 87,118

2,805,533

△ 1,160,969

56,558

59,889

295,077

285,464

－ 

（当連結会計年度）

30,738

27,277

1,825,749

32,315

49,221

（前連結会計年度）

△ 21,486

2,581,422

（前連結会計年度）

137,795

625,138

2,066

113,102

2.8

2,533,544

△ 673,120

41.9

647,764

△ 1,191,173

△ 1,885,780

1,396,726

（前連結会計年度）

72,354

△ 47,878

86,855

50,674

39,270

32,855

26,518

1,754,219

－ △ 136,732
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⑤有価証券
（前連結会計年度）

１．その他有価証券で時価のあるもの（平成16年3月31日現在）
(単位千円）

連結貸借対照表計上額が

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自平成15年4月1日　至平成16年3月31日）

(単位千円）

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成16年3月31日現在）
(単位千円）

満期保有目的の債券

割引金融債

その他有価証券

非上場株式（店頭売買株式を除く）

その他

４．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の連結決算日後における償還予定額（平成16年3月31日現在）
(単位千円）

（１）債券

（２）その他 －

335,771

10年超

170 － － －

170

526,552

小計 413,787

7,960

△ 78,015

小計 1,131,907 2,810,609 1,678,702

－

－

－取得原価を超えるもの （３）その他 － －

（２）債券 － － －

（１）株式 1,131,907 2,810,609 1,678,702

－ － －

区　　分 1年以内 1年超5年以内 5年超10年以内

区　　分 連結貸借対照表計上額

112,160 96,617 6,933

1,600,686

売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

合計 1,545,694

（注）減損処理にあたっては、個々の銘柄の有価証券の時価が取得原価に比べて30％程度以上下落した場合は回復可能性の

判定の対象とし、減損の要否を検討しております。

3,146,381

取得原価を超えないもの （３）その他 － －

連結貸借対照表計上額が （２）債券 － －

種類 取得原価 連結貸借対照表計上額 差額

（１）株式 413,787 335,771 △ 78,015
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（当連結会計年度）

１．その他有価証券で時価のあるもの（平成17年3月31日現在）
(単位千円）

連結貸借対照表計上額が

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自平成16年4月1日　至平成17年3月31日）

(単位千円）

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成17年3月31日現在）
(単位千円）

その他有価証券

非上場株式（店頭売買株式を除く）

その他

⑥デリバティブ取引関係
ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。

⑦退職給付関係
１．採用している退職給付制度の概要

(1)当社及び連結子会社の退職金制度

合があります。

度を解約し、退職一時金制度へ移行しております。

(2）制度別の補足説明

　 (a)退職一時金制度

当社及び連結子会社(１１社）

(b）適格退職年金制度

当社（閉鎖型年金制度）

名鉄ゴールデン航空㈱

東北名鉄運輸㈱

その他連結子会社２社（２年金）

(c)厚生年金基金制度

名鉄トラック運送㈱

(注)総合設立型の基金であります。

種類 取得原価 連結貸借対照表計上額 差額

（１）株式 1,153,356 3,322,455 2,169,098

（２）債券 － － －

（３）その他 － － －

小計 1,153,356 3,322,455 2,169,098

（１）株式 318,539 301,960 △ 16,579

（２）債券 － － －

（３）その他 － － －

小計 318,539 301,960 △ 16,579

合計 1,471,896 3,624,415 2,152,519

売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

（注）減損処理にあたっては、個々の銘柄の有価証券の時価が取得原価に比べて30％程度以上下落した場合は回復可能性の

判定の対象とし、減損の要否を検討しております。

連結貸借対照表計上額

189,377 88,576 － 

設定時期

会社設立時等

設定時期

当社及び連結子会社は、確定給付型の制度（退職一時金制度、適格退職年金制度、閉鎖型年金制度及び厚生年金基金

制度）、確定拠出年金制度及び前払退職金制度を設けております。また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場

退職金制度及び閉鎖型年金制度へ移行しております。また、当連結会計年度において連結子会社1社が適格退職年金制

昭和57年

昭和52年

昭和60年

設定時期

(注)当社は平成16年12月1日に適格退職年金制度を廃止しておりますが、年金受給者に対しては閉鎖型年金制度へ

移行しております。

平成元年

537,707

2,360

なお、当社は平成16年12月1日に退職一時金制度の一部及び適格退職年金制度の全部について確定拠出年金制度、前払

取得原価を超えるもの

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

区　　分
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(d)確定拠出年金制度及び前払退職金制度

当社

２．退職給付等の内容

(1)退職一時金制度及び適格退職年金制度

(a)退職給付債務に関する事項

千円 千円

イ．退職給付債務

ロ．年金資産

ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ）

ニ．会計基準変更時差異の未処理額

ホ．未認識の数理計算上の差異

ヘ．連結貸借対照表計上純額（ハ＋ニ＋ホ）

ト．前払年金費用

チ．退職給付引当金（ヘ－ト）

（注）

千円

退職給付債務の減少

会計基準変更時差異の未処理額

未認識数理計算上の差異

退職給付引当金の減少

(b)退職給付費用に関する事項

千円 千円

イ．勤務費用

ロ．利息費用

ハ．期待運用収益

ニ．会計基準変更時差異の費用処理額

ホ．数理計算上の差異の費用処理額

ヘ．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ）

ト．確定拠出年金制度等への移行に伴う損益

　　 合計

（注）簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「イ．勤務費用」に計上しております。

(c）退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

イ．退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左

ロ．割引率 2.0～2.5%

ハ．期待運用収益率 0.75%～2.0% 同左

ニ．数理計算上の差異の処理年数（注） 8年～10年 同左

ホ．会計基準変更時差異の処理年数 15年 同左

（注）

結会計年度から費用処理することにしております。

設定時期

平成16年

613,806 495,004

△ 12,437,141 △ 10,758,450

（前連結会計年度） （当連結会計年度）

△ 13,050,948 △ 11,253,454

3,194 15,697

6,674,418 5,526,059

441,304 167,417

△  5,064,973△  5,321,418

（前連結会計年度） （当連結会計年度）

395,698

また、確定拠出年金制度及び前払退職金制度への資産移換額は814,841千円であり、４年間で移換する

予定であります。なお、当連結会計年度末時点の未移換額606,567千円は未払金（流動負債の「その他」）、

長期未払金（固定負債の「その他」）に計上しております。

418,062

655,811

313,570 284,747

1,584,524

－ 

588,676

703,756

（前連結会計年度） （当連結会計年度）

各連結会計年度における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数により按分した額をそれぞれ発生の翌連

2.5%

62,015

1,681,689 2,002,587

970,763

△ 559,088

△ 15,976

△   　6,957 △   　6,725

606,765

64,553

1,681,689

当社において、退職一時金制度の一部、適格退職年金制度の全部から確定拠出年金制度及び前払退職金制度へ

△  5,324,612 △  5,080,670

一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

移行したことに伴う影響額は次のとおりであります。
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(２)厚生年金基金制度

(a) 退職給付債務に関する事項

千円 千円

年金資産

(b) 退職給付費用に関する事項

千円 千円

退職給付費用

(c）退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

イ．年金資産 掛金拠出割合により計算

しております。

ロ．退職給付費用 厚生年金基金への要拠出

額を用いております。

(３)確定拠出年金制度及び前払退職金制度

    退職給付費用に関する事項

千円 千円

退職給付費用

⑧継続企業の前提
該当事項はありません。

－ 31,900

（前連結会計年度） （当連結会計年度）

（前連結会計年度） （当連結会計年度）

（前連結会計年度） （当連結会計年度）

146,598 166,505

同左

同左

（当連結会計年度）

10,395

（前連結会計年度）

10,808
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